喀痰吸引等業務方法書(例)
１　医療従事者と業務従事者の連携による医療的ケアに関する考え方
当事業所では、喀痰吸引・経管栄養等（以下「医療的ケア」という。）を必要とする方であっても安心してサービスを利用していただけるよう、都道府県から「認定特定行為業務従事者」の認定を受けた介護職員（以下「業務従事者」という。）が、医師及び看護師との連携のもとで、必要なときに適切な医療的ケアを提供できる態勢を取ることとする。
　　実施にあたっては「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）等に定められた条件を満たすとともに、安心できる体制づくりに事業所全体で取り組む。
なお、事業所においての医療的ケアのみを推奨するわけではなく、医療的ケアを必要とする状態に対する予防的な対応や改善にも積極的に取り組む。
２　医療従事者と業務従事者の連携による医療的ケアの実施に係る基本事項
(1)　対象となる医療的ケアの範囲
業務従事者が行う医療的ケアの範囲は以下のとおりである。
※事業所で実施するケアを下記から選択して記入すること。
ア　口腔内の喀痰吸引
イ　鼻腔内の喀痰吸引
ウ　気管カニューレ内部の喀痰吸引
エ　胃ろうによる経管栄養※
※事業所内にH22特養内研修実施者だけが所属している場合は後ろに（栄養チューブ等の接続・注入開始を除く）と書き加えること。
　　オ　腸ろうによる経管栄養
　　カ　経鼻経管栄養
(2)　実施の手続
業務従事者が(1)の医療的ケアを実施するにあたっては、以下の手続によることとする。
ア　利用者等への説明と同意
(ｱ)　業務従事者による医療的ケアの実施に際し、以下の事項について、利用者若しくはその家族に対して口頭及び文書で説明を行い、別紙様式１「喀痰吸引等業務（特定行為業務）の提供に係る同意書」（以下「同意書」という。）により同意を得ること。
　 ａ　業務従事者が医療的ケアを行うこと
ｂ　提供を受ける医療的ケアの種別
ｃ　提供を受ける期間
ｄ　提供を受ける頻度
ｅ　事業所の提供体制
　　　(ｲ)　同意を受けた内容について変更が必要となった場合は、再度利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
イ　医師による指示
(ｱ)　医師から、以下の医学的観点に基づき、利用者の希望・心身の状態等を踏まえて、別紙様式２「介護職員等喀痰吸引等指示書」（以下「医師の指示書」という。）により個別に指示を受けるものであること。
　　　　 ａ　業務従事者等による喀痰吸引等の実施の可否
　 ｂ　喀痰吸引等の実施内容
　ｃ　その他、喀痰吸引等業務（特定行為業務）計画書に記載すべき事項
(ｲ)　医師の指示書受領後は、管理者・看護職員・業務従事者等で供覧するなどの方法により、速やかに指示内容を共有すること。
ウ　実施計画書の作成
　(ｱ)　業務従事者は、個々の利用者の希望及び心身の状況並びに医師の指示を踏まえ、別紙様式３「喀痰吸引等業務（特定行為業務）計画書」（以下「実施計画書」という。）により、利用者ごとの実施計画を作成すること。
(ｲ)　実施計画書は、管理者の承認を受けた後、医師及び看護職員等で内容を共有すること。
　(ｳ)　管理者は、実施計画書の内容を、利用者又はその家族に説明するとともに同意を得ること。
　(ｴ)　実施計画書は、利用者の心身の状況の変化や医師の指示等に基づき、必要に応じて適宜内容等の検証や見直しを行うこと。また、実施計画書に変更があった場合は、事業所内で内容を共有するとともに、再度利用者に対して説明し、同意を得ること。
エ　喀痰吸引の実施
業務従事者は、医師の指示書、実施計画書等を事前に確認のうえ、看護師の指示のもと、医療的ケアを実施すること。
オ　利用者の状態確認
利用者の状態について、医師・看護職員は、利用者ごとに確認頻度を定めるとともに、定期的に確認を行うこと。また、業務従事者は状況に応じて医師・看護職員から対応方法等について指導を受けること。
カ　実施報告書の作成
　(ｱ)　業務従事者は、医療的ケアを実施するごとに実施結果を記録し、看護職員に報告すること。
(ｲ)　業務従事者は定期的に別紙様式４「喀痰吸引等業務（特定行為業務）実施状況報告書」を作成し、看護師に提出すること。看護師は内容を確認後、管理者の承認を受け、当該医療的ケアの指示を行った医師への報告を行うこと。また、必要に応じて事業所内で報告内容を共有すること。
(ｳ)　医師への報告は、利用者ごとの実施計画書に記載された結果報告予定年月日に基づき行うこと。
３　医療従事者と業務従事者の連携による医療的ケアの実施の体制
(1)　安全委員会の設置
当事業所では、医療的ケアの実施にあたり安全委員会を設置する。
　　ア　委員会における検討事項
(ｱ)　利用者ごとの喀痰吸引等業務の実施計画や実施状況の確認・分析
(ｲ)　ＯＪＴ研修等従事者の教育等に関すること
(ｳ)　ヒヤリ・ハット等の事例蓄積、分析
(ｴ)　備品及び衛生管理
(ｵ)　その他業務の実施に関して必要な事項
イ　構成委員
(ｱ)　管理者　　　　　　○○　○○
(ｲ)　医師　　　　　　　○○　○○
(ｳ)　看護職員　　　　　○○　○○
(ｴ)　介護支援専門員　　○○　○○
(ｵ)　生活相談員　　　　○○　○○
(ｶ)　業務従事者　　　　○○　○○
(ｷ)　（管理）栄養士　　○○　○○
(ｸ)　その他必要な職種※
※各事業所の配置する職種により歯科衛生士、理学療法士、作業療法士なとも考えられる。
なお、この委員会の責任者は、管理者〇〇〇〇とする。
ウ　開催頻度
(ｱ)　〇か月に１回定期開催 

(ｲ)　必要時は随時開催

※開催頻度については各事業所で検討すること。
(2)　看護職員と業務従事者の連携による医療的ケア実施に向けた各職種の役割
ア　管理者
(ｱ)　全体の統括 

(ｲ)　委員会の招集 

(ｳ)　医療的ケアを実施する業務従事者の選任 

(ｴ)　利用者・家族への説明・同意の取得
（ｵ)　その他業務の実施にあたって必要な事項の検討

イ　医師 

(ｱ)　必要な医療的ケアの包括的指示

(ｲ)　利用者個々の疾病の診断・状況把握及び医療的ケアの必要性の判断

(ｳ)　看護職員と業務従事者に対する指導 

(ｴ)　その他、実施体制等に対する助言
ウ　看護職員 

(ｱ)　医師の指示に基づく医療的ケアの実施

(ｲ)　利用者個々の症状等の把握及び判断
（ｳ)　医療的ケアを行うにあたっての計画作成  
(ｴ)　医療的ケア実施の記録及び保管

(ｵ)　医師との連携 

(ｶ)　業務従事者との情報共有

(ｷ)　家族等との連携 

(ｸ)　業務従事者に付する研修・指導の支援 

(ｹ)　関係するその他の職種間の調整・連携※
(ｺ)　手順等必要事項の検討 

※例えば、利用者の状態変化に伴う各職種に対する情報共有・連携の中心的役割を担う。
エ　業務従事者
(ｱ)　利用者個々の症状等の状況の把握
(ｲ)　医療的ケアを行うにあたっての計画書の作成及び保管
(ｳ)　医師の指示に基づく医療的ケアの実施
(ｴ)　医療的ケア実施の記録及び保管
(ｵ)　看護職員との情報共有 

(ｶ)　家族との連携

(ｷ)　医療的ケアに関する知識・技術の習得

(ｸ)　手順等必要事項の検討 

オ　介護支援専門員・生活相談員※ 

(ｱ)　利用者個々の症状等の状況の把握
(ｲ)　医療的ケアを行うにあたっての計画作成 

(ｳ)　医療的ケアに関する知識の取得 

(ｴ)　手順等必要事項の検計

(ｵ)　家族等への説明・同意等の手続

(ｶ)　家族等との連携
(ｷ)　外部機関との連携

※事業所の実情に応じて適切に変えること。 

カ（管理）栄養士 

(ｱ)　利用者状態に合わせた栄養ケア計画作成（経口移行） 

(ｲ)　栄養食事相談・栄養管理の実施 

(ｳ)　他職種との情報共有

キ　その他（事務職員等）
(ｱ)　事業所環境整備※
(ｲ)　備品の整備※
※ア～カの職種の役割の中に入れることも可能。
　 　また、各職種の具体的な役割分担については、個別の利用者ごとに定めることとする。
(3)　緊急時対応の体制
当事業所では、緊急時の医療ニーズに応えるため、協力医療機関を定めるとともに、日常的に必要な医師や医療機関との連携体制を確保する。 

ア　協力医療機関との連携
当事業所においては以下の医療機関と協力医療機関の契約を結び、急性期等の対応について連携を図る。 
○○病院(○○科)
○○市○○町＊＊＊＊番地

電話　０００－０００－００００
イ　看護職員の体制※　※各事業所の状況による。
当事業所では常勤の看護職員を配置し日常的な健康管理にあたる。
また、看護職員不在の場合も別添「オンコール体制」により、24時間対応可能な体制をとることとする。
　　ウ　緊急時の対応
緊急時には、別添「○○○緊急時対応マニュアル」により必要な措置を迅速に講じるとともに、マニュアル内「○○○○連絡体制」により関係者に連絡し、医療関係者の指示のもと適切に対応する。
４　看護職員と業務従事者の連携による医療的ケアの実施に向けた職員教育・研修
医療的ケアの提供については安全管理を徹底して行う必要があることから、当事業所では、業務従事者等に対して以下の研修を行うとともに、事業所外の研修会にも参加を勧め知識・技術の取得に努める。
(1)　医療的ケアの技術の維持・向上のための研修　　○か月に１度程度
(2)　事例検討　　○か月に１度程度
(3)　心肺蘇生訓練　　年○回程度
　なお、具体的な研修計画については別途定めることとする。
５　具体的な実施の手順
具体的な手順については、別に作成する手順書に基づいて行う。
手順書については委員会の度に確認し、必要があれば見直すこととする。
６　事故等の報告方法及び、安全の確保を目的とした改善のための方策
※全国老施協｢事故発生防止のための指針《参考》H18.08.18｣より抜粋｡ 

(1)　報告システムの確立

情報収集のため、ヒヤリハットレポートや事故報告書を作成し、報告システムを確立する｡収集された情報は、分析・検討を行い、事業所内で共有し、再び事故を起こさないための対策を立てるために用いる｡
なお、この情報は、報告者個人の責任追及のためには用いないものとする。
(2)　事故要因の分析

集められた情報を基に､｢分析｣⇒｢要因の検証｣と｢改善策の立案｣⇒｢改善策の実践と結果の評価｣⇒｢必要に応じた取り組みの改善｣といったＰＤＣＡサイクルによって活用する｡

また、その過程において事業所内における事例だけではなく、知りうる範囲で他事業所の事例についても取り上げ､リスクの回避、軽減に役立てる。 

(3)　改善策の周知徹底
分析によって導き出された改善策については、安全委員会を中心として実践し、全職員に周知徹底を図る｡ 

(4)　介護事故発生時の対応（別紙「○○○○事故発生時の対応」参照)

事故が発生した場合には、下記により速やかに対応する。 

ア　当該利用者への対応

事故が発生した場合は、周囲の状況及び当該利用者の状況を判断し、当該利用者の安全確保を最優先として行動する。
関係部署及び家族等に速やかに連絡し必要な措置を講じる。
状況により、医療機関の受診等が必要な場合は、迅速にその手続きを行う｡ 

イ　事故状況の把握
事故の状況を把握するため、関係職員は｢事故報告書｣で、速やかに報告する。報告の際には状況がわかるよう事実のみを記載する｡ 

ウ　関係者への連絡・報告
関係職員からの報告等に基づき､家族（及び担当ケアマネジャー）、必要に応じて保険者等に事故の状況等について報告を行う｡
エ　損害賠償
事故の状況により賠償等の必要性が生じた場合は、当事業所の加入する損審賠償保険で対応する｡
７　感染症の予防・まん延防止の基本的方針
　　感染症の予防・まん延防止については、別添「○○○○感染症防止指針」により行うこととする。
８　備品等の確保について
　　医療的ケアの提供業務に関して、以下の備品を事業所に備える。
	品名
	数量

	吸引装置一式
	XX

	経管栄養用具一式
	XX

	処置台（又はワゴン）
	XX

	心肺蘇生訓練用機材
	XX


　　また、利用者間の感染症予防対策及び従業者が感染源となることを予防するため、消毒・滅菌の徹底、必要に応じて使い捨て機材の活用を図るほか、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じるとともに、必要に応じて健康福祉センターの助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携を保つこととする。
９　書類の保管について
　　医師の指示書、同意書等医療的ケアに係る書類については、利用者の各種記録と併せて、対象利用者が退所してから○年保管することとする。
10　秘密保持について
　　業務従事者は、業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を保持しなければならない。
　　また、事業所は、業務従業者であった者に、その業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を漏らすことがないよう、雇用契約締結時等に取り決めを行うなどにより、必要な措置を講じることとする。
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